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①ＧＨＱの憲法改正指令〔幣原喜重郎内閣〕 

 →憲法問題調査委員会（委員長＝松本烝治〔国務相〕）設置 

  but 「憲法改正要綱」（松本私案）をＧＨＱが拒否 

②マッカーサー草案(ＧＨＱ案)を提示 

極東委員会（占領政策の基本方針を決定する最高機関） 

 in ワシントン（構成＝米・英・中・ソなど 11 ヶ国） 

 ★英米中ソに拒否権，アメリカ政府に中間指令権が与えられる 

アメリカ政府（対日占領政策はアメリカ中心に実施された） 

連合国軍最高司令官総司令部(ＧＨＱ) 

 in 東京（最高司令官＝マッカーサー〔アメリカ陸軍元帥〕） 

日本政府 

対日理事会（ＧＨＱの諮問機関） 

 in 東京（構成＝米・英・中・ソ） 
諮問 

指令 

命令 

命令 

①方針＝非軍事化・民主化(軍隊持たない・軍国主義やめる) 

②統治＝間接統治（ＧＨＱの指令・勧告に基づき，日本政府が政治を行う） 

     ★南西諸島・奄美群島・小笠原諸島ではアメリカの軍政（直接統治） 

③政令＝ポツダム勅令（ポツダム緊急勅令） 

     緊急勅令の形式で，ＧＨＱの指令を法律の制定を待たずに発令できる 

④規制＝プレスコード・ラジオコード（占領軍批判の報道を禁止） 

［連合国（アメリカ中心）による占領政策］ 

日本に置かれた 

占領政策の実施機関 伝達 
日本国民 

直接統治（その国の政府を仲介せず，連合国が直接国民に命令） 

間接統治（その国の政府を仲介して，連合国が間接的に国民に命令） 

新聞 

1945 年 ＧＨＱの人権指令〔東久邇宮稔彦内閣〕→「国体護持」・「一億総懺悔」を唱えるが，急激な民主化政策に追いつけず内閣総辞職 

1945 年 ＧＨＱの五大改革指令（幣原喜重郎内閣） 

     ①婦人の解放・②労働組合の結成奨励・③教育制度の自由主義化・④圧政的諸制度の撤廃・⑤経済機構の民主化 

戦後史①［初期占領政策］ 
［Ａ］占領政策 

1947 年 地方自治法（地方政治・行政はその自治体が行う） 

    →内務省を廃止（→自治省を設置） 

1947 年 警 察 法（人口 5000 人以上の市町村に自治体警察・ 

         それ以外の地域に国家地方警察を設置） 

1947 年 民法改正（「家」中心の戸主権の廃止・男女同権） 

1947 年 刑法改正（大逆罪・不敬罪・姦通罪の廃止） 

幣 

原 

喜 

重 

郎 

吉 

田 

茂 

① 
片
山
哲 

日
本
国
憲
法
の
制
定 

諸
制
度
の
民
主
化 

高野岩三郎（大原社会問題研究所初代所長） 

 「日本共和国憲法私案要綱」（大統領制を採用） 

憲法研究会（鈴木安蔵・高野岩三郎・森戸辰男） 

 「憲法草案要綱」（国民主権の立憲君主制を採用） 

［民間私案］ 

図解ＮＯＴＥ［地方・警察制度］ 

③政府による修正の後，帝国議会で修正可決 

  大日本帝国憲法の憲法改正の手続きに従い，衆議院と貴族院で可決 

④日本国憲法公布(1946.11.3)→施行(1947.5.3) 

  主権在民(国民主権)（天皇は国民統合の象徴） 

  平和主義(戦争放棄)（第 2 章第 9 条に規定） 

  基本的人権の尊重（第 3 章第 11 条に規定） 

戦前…地方行政・警察行政は政府の内務省の管轄下にあった 

戦後…地方行政・警察行政を政府から切り離すため，内務省を廃止 

国家(政府) 

警察 

自治体警察 

国家地方警察 

1954 年 新警察法(自治体警察・国家地方警察を廃止) 

    →都道府県警察に一本化(政府の警察庁が統轄) 

地方自治体 

警察制度の分権化のため 

経費は地方自治体が負担 
 民

主
化
政
策 

ラジオ放送 

参考にした 

※1町歩＝1ｈａ＝100ａ＝10000 ㎡(100ｍ×100ｍ) 

房太郎の弟 
大日本帝国憲法と 

ほとんどかわらず 

ひがしくにのみやなるひこ 

だいぎゃくざい ふけいざい 

こしゅけん 

しではらきじゅうろう 

すずきやすぞう 

いちおくそうざんげ 

かんつうざい 

but 財政負担が増大 

株式を元手に運営する 認めず 

＜不在地主の小作地＞ 

①地主から農地を買収し，小作人に安く売却するため農地調整法を改正 

 →その推進機関として，農地委員会を各市町村・都道府県に設置 

  ★地主 5：小作 5：自作 5(第 1 次)→地主 3：小作 5：自作 2(第 2 次) 

   but 第 1 次農地改革では不徹底だったため，GHQ に拒否される 

②第 2次農地改革で，農地調整法を再改正・自作農創設特別措置法を制定 

 →国家が小作地を強制的に買い上げて，小作人に優先的に安く売り渡す 

＜(株)三菱重工業＞ 

株式を元手に経営する 

一般 people 

譲渡 

①持株会社の設立を禁止するため，独占禁止法を制定 

②財閥解体の一環として，財閥の傘下にある巨大独占企業を 

 分割するため，過度経済力集中排除法を制定→325 社を指定 

＜(株)三菱商事＞ 

株式を所有することで傘下の系列企業を支配する(財閥一族が経営) 

＜持株会社(三菱合資会社)＞ 

安く売却＝株式の民主化 

［ＮＯＴＥ］ 

＜在村地主の小作地＞ 

認める 

5 町歩(第 1次) 

1 町歩(第 2次) 

超過分の 

小作地 
全ての小作地 

認めず 

持株会社整理委員会 
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1945 年 衆議院議員選挙法改正（選挙資格＝満 20 歳以上の男女…全人口の 50.4％）女性の参政権を認める 

1946 年 戦後初の衆議院議員総選挙（新選挙法に基づく）→女性議員 39 名誕生 

②労働組合 

 の結成奨励 

1945 年 教育改革指令（ＧＨＱが軍国主義教育の禁止を指令） 

    (1) 教職追放（軍国主義・国家主義的な教員を教職から追放） 

    (2) 修身（道徳）・日本歴史・地理の授業停止 

       ★のち，日本歴史・地理は修正され，社会科として復活 

1946 年 アメリカ教育使節団の来日・勧告 

     教育勅語（1948 年に失効）に代わる新しい民主主義的な教育理念を提示 

★15 財閥…四大財閥（三井・三菱・住友・安田）・産業資本（浅野・古河・川崎）・新興財閥（日産・日窒・理研・日曹）など 

1946 年 持株会社整理委員会（財閥解体の実施機関→持株会社の所有する株式を一般に売却＝株式の民主化） 

1947 年 独占禁止法（持株会社・カルテル・トラストの禁止→公正取引委員会が不正取引を監視） 

     ★持株会社（株式の所有によって系列企業を支配する会社） 

      カルテル（同種の企業が販売価格などの協定を結ぶこと） のち，独占禁止法は緩和される(1953) 

      トラスト（同種の企業が独占を目的として合同すること） 

1947 年 過度経済力集中排除法（巨大独占企業を分割するための法律） 

     325 社を指定するが実際の分割は 11 社のみ（財閥系銀行は対象外） 

     ex. 日本製鉄（→八幡製鉄と富士製鉄に分割）・三菱重工業（→3 社に分割）・王子製紙（→3 社に分割） 

［Ｂ］五大改革指令 
戦後史①［初期占領政策］ 

①婦人の解放 

    労働三法 

1945 年 労働組合法（労働者の団結権・団体交渉権・争議権を保障） 

1946 年 労働関係調整法（労働争議の制限・調停方法などを規定） 

1947 年 労働基準法（8 時間労働制など労働条件の最低基準を規定） 

    →戦前の工場法(1911)〔桂太郎②内閣〕を廃止 

1947 年 労働省（労働保護行政を担当する機関） 

③教育制度の 

 自由主義化 

④圧政的 

 諸制度の撤廃 

吉
田
茂
① 

吉 

田 

茂 

① 

片
山
哲 

1945 年 治安警察法・治安維持法・特別高等警察の廃止・政治犯の釈放 

1945 年 神道指令（ＧＨＱが神社・神道に対する政府の援助・監督などの廃止を命じる＝国家神道の消滅） 

1946 年 天皇の人間宣言（1 月 1 日に天皇自ら「現御神(現人神)」としての天皇神格化を否定） 

1946 年 公職追放（職業軍人・軍国主義者・国家主義者を政・官・財・言論界などの各界から約 21 万人追放） 

1946 年 極東国際軍事裁判(東京裁判)（Ａ級戦犯 28 名に対する裁判→東条英機・広田弘毅ら 7 名に死刑判決） 

     Ａ級戦犯は「平和に対する罪」・Ｂ級戦犯は「通例の戦争犯罪」・Ｃ級戦犯は「人道に対する罪」で裁かれた 

      ★裁判長＝ウェッブ（オーストラリア人） cf.インドのパル判事は裁判そのものを批判し，全被告の無罪を主張 

吉
田 


田 

幣 

原 

戦前の労働組合は 

全て解散させられ 

大日本産業報国会 

に統合されていた 

幣
原
喜
重
郎 

幣 

原 

喜 

重 
郎 ⑤経済の民主化 1945 年 農地調整法改正（戦前の 1938 年に制定された農地調整法を改正） 

     農地委員会（小作地の買収・譲渡を行う機関）を設置 ★農地委員会の構成＝地主 5 人・小作 5 人・自作 5 人 

     ①不在地主の小作地所有を認めず・②在村地主の小作地所有の限度は 5 町歩 

右派＝日本労働組合総同盟(総同盟) 

 ★日本社会党系の労働組合の全国組織 

左派＝全日本産業別労働組合会議(産別会議) 

 ★日本共産党系の労働組合の全国組織 

［労働組合の全国組織］ 

第
一
次 

1946 年 農地調整法再改正（のち，1952 年の農地法施行に伴い廃止） 

     農地委員会（小作地の買収・譲渡を行う機関）を再編 ★農地委員会の構成＝地主 3 人・小作 5 人・自作 2 人 

1946 年 自作農創設特別措置法 

     ①不在地主の小作地所有を認めず・②在村地主の小作地所有の限度は 1 町歩（北海道は 4 町歩） 

      ★不在地主の小作地と在村地主の超過分の小作地は，国家が強制的に買収し，小作人に優先的に安く売却 

       →全小作地の 80％が解放され，自作地は 87％・小作地は 13％になったが，山林は解放されず 

     ②残った小作地の小作料は公定の定額金納（小作料の最高限度は田＝25%・畑＝15%まで） 

1947 年 農業協同組合法（農地改革で生まれた自作農のために農業協同組合(農協)を各地に設立） 

第
二
次
（
１
９
５
０
年
に
終
了
） 

 (1) 農地改革 

ＧＨＱが寄生地主制の 

解体・自作農創設を指令 

寄生地主制による 

農民層の窮乏が， 

軍国主義の基盤， 

対外侵略の重要な 

動機となったと 

ＧＨＱは分析 

(2) 財閥解体 

ＧＨＱが 15 財閥の 

資産凍結・解体を指令 

財閥は軍需生産で 

巨大な利益を得， 

日本の軍国主義の 

経済的基盤となっ 

たとＧＨＱは分析 

財 

閥 

解 

体 

労働組合を指導する組織 

 選挙 都道府県知事・市区町村長 

①青空教室（校舎の焼失による校庭授業） 

②墨塗り教科書（不適当な箇所を削除） 

  のち，文部省が『くにのあゆみ』を発行 

［戦後初期の授業形態］ 

労働組合を 資本家と交 ストライキを 

つくる権利 渉する権利 起こす権利 

片
山
哲 

1947 年 教育基本法（義務教育 9 年間・男女共学・教育の機会均等など理念を規定） 

    学校教育法（六・三・三・四制の単線型学校系列など学校の種類を規定） 

1948 年 教育委員会（各都道府県・市町村に設置） ★公選制→地方自治体の首長による任命制(1956) 鳩山一郎内閣時 

しゅう しん すみ ぬ 

（第 1 次農地改革は不徹底だったため，ＧＨＱに拒否される） 

あきつみかみ あらひとがみ 

神話などをカットした新しい教科書 

⇔戦前の教育勅語(1890)にあたる 

⇔戦前の学校令(1886)にあたる 
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1946 年 日本国憲法公布(11 月 3 日) 

     主権在民(国民主権)・平和主義(戦争放棄)・基本的人権の尊重 

1947 年 日本国憲法施行(5 月 3日) 

1947 年 戦後 2度目の総選挙（新憲法下で初の選挙） 

     第一党＝日本社会党・第二党＝日本自由党→内閣総辞職 

     ★経済安定本部（経済政策に関する企画・調整機関） 

1946 年～傾斜生産方式（建議＝有沢広巳〔経済学者〕） 

     石炭業・鉄鋼業など重要産業の生産拡大のために 

     復興金融金庫が重点的に資金を供給→更にインフレが進行 

      ★石橋湛山〔蔵相〕が積極的に推進（石橋財政） 

1947 年 二・一ゼネスト計画（→決行直前にＧＨＱが中止命令） 

     全官公庁共同闘争委員会（中心＝伊井弥四郎）を中心に 

     官公庁労働者(公務員)が一斉ストライキを計画するが中止 

日本自由党（旧立憲政友会系）    総 裁＝鳩山一郎 

日本進歩党（旧立憲民政党系）    総 裁＝町田忠治 

日本協同党（中間的保守政党）    委員長＝山本実彦 

日本社会党（旧無産政党系）     書記長＝片山哲 

日本共産党（合法政党として再建）  書記長＝徳田球一 

政    治 

［政党の復活］ 

1945 年 衆議院議員選挙法改正（女性の参政権を認める） 

     選挙資格＝満 20 歳以上の男女（有権者＝全人口の 50.4％） 

1946 年 戦後初の衆議院議員総選挙（女性代議士 39 名当選） 

     第一党＝日本自由党・第二党＝日本進歩党 

1946 年 金融緊急措置令（インフレ抑制のため通貨収縮をはかる） 

     預金封鎖・新円切り替えを行うが，一時的な効果に終わる 

①通貨流通量の増加 

②人口の増加（→失業者の急増） 

  復員（軍人の家庭帰還）・引揚げ（海外在留日本人の帰国） 

③石炭生産の減少（石炭・労働力不足で生産が減少） 

④食糧・鉄製品の品不足（米・ナベ・カマなどの品不足） 

  買出し（都市住民が食糧購入のために農村へ赴く） 

  闇 市（公定価格を無視した闇取引を行う露店市） 

民主党・日本社会党・国民協同党の連立内閣 

1948 年 昭和電工事件（復興金融金庫融資をめぐる贈収賄事件） 

     日本社会党の西尾末広〔前副総理〕らを逮捕→内閣総辞職 

［Ａ］占領初期の社会と政治・日本国憲法 
戦後史②［対日占領政策の転換］ 

戦前，政党は新体制運動により全て自主的に 

解散させられ，大政翼賛会に統合されていた 

民主自由党単独内閣（日本自由党に民主党脱党派が合流） 

1948 年 馴れ合い解散（第 2 次吉田内閣が少数与党であったため） 

1949 年 戦後 3度目の総選挙（→民主自由党が過半数超えの圧勝） 

     昭和電工事件により社会党から大幅に票が離れる 

吉
田
茂
①
〔
日
本
自
由
党
〕 

幣
原
喜
重
郎
（
日
本
進
歩
党
に
所
属
）
〔
非
政
党
内
閣
〕 

片 

山 

哲 

 


田
均 
吉 

田 

茂 

② 

経 済 ・ 社 会 運 動 

［インフレーションの発生］ 

(傾斜生産方式は片山哲・芦田均内閣でも継承された) 

幣
原
喜
重
郎
内
閣
時
の
外
相 

日本社会党・民主党・国民協同党の連立内閣（最初の社会党内閣） 

   もと日本進歩党 もと日本協同党 

1947 年 労働省（労働保護行政を担当する機関）設置 

     ★炭鉱国家管理問題などで党内左派から攻撃される→内閣総辞職 

日本自由党・日本進歩党の連立内閣 

 ★日本自由党の鳩山一郎が組閣中に公職追放処分を受けたために組閣 

1948 年 政令 201 号（公務員の争議権・団体交渉権を否認） 

     ＧＨＱからの指令で出されるポツダム(緊急)勅令が 

     憲法制定(1947)によりポツダム政令へと変わったため 

1948 年 国家公務員法改正（公務員の争議権・団体交渉権を否認） 

     のち，ストライキ権を求めたスト権スト(1975) 

1948 年 経済安定九原則（日本経済自立のためＧＨＱが指示） 

     予算均衡・徴税強化・賃金安定・物価統制・増産 

     融資制限・貿易の改善・物資割当の改善・食糧集荷の改善 

①戦後インフレの原因＝紙幣流通量の増大・人口の増加・品不足 

②インフレ抑制のため，金融緊急措置令を公布(紙幣流通量の減少をはかる) 

 but 紙幣流通量は減少したが，数ヶ月経つと元の紙幣流通量に逆戻り 

 →インフレの最大の元凶は石炭・鉄製品などの品不足 

③品不足を解消するため，傾斜生産方式を採用(生産量の増加をはかる) 

 →石炭業・鉄鋼業などの重要産業へ復興金融金庫が資金を重点的に投入 

④生産量は増加するが，紙幣流通量が増大しインフレが進行(復興インフレ) 

 but.官公庁労働者(公務員)の給料は安く抑えられていたため不満が増大 

⑤二・一ゼネスト計画(官公庁労働者が 2月 1日に一斉ストを計画) 

 →経済の混乱を恐れたＧＨＱから中止命令が出されたためストは中止 

二・一ゼネスト計画など労働運動の 
高まりを背景に社会党が票を伸ばす 

さね ひこ 

ちゅう じ 

きゅう いち 

てつ 

しょくりょう 

ふくいん 

し
で 

は
ら 

き 

じ
ゅ
う 

ろ
う 

て
つ 

あ
し 

だ 

ひ
と
し 

吉田① 

内閣 

［ＮＯＴＥ］ 

銀行 

①預金を強制 ③預金の引き出しを 

 禁止(預金封鎖) 

旧紙幣 

②預金を強制させるために 

 →旧紙幣を使用禁止，新紙幣を発行(新円切り替え) 

④生活費のため 

 1 ヶ月 500 円まで 

 引き出しを認める 

＜金融緊急措置令＞ 

(1946 年 食糧メーデー (皇居前広場で開かれた飯米獲得人民大会)) 

(1946 年 生産管理闘争 (労働組合が自主的に業務を管理する争議)) 違
法
と
さ
れ
た
た
め
以
後
ス
ト
ラ
イ
キ
闘
争
へ 



 
- 87 - 
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ア 

の  

情 

勢 

1945 年 中国の国共内戦再開（中国共産党 VS 中国国民党） 

1949 年 中華人民共和国（主席＝毛沢東・首相＝周恩来）成立 

     ★中国国民党は台湾に逃れ中華民国（総統＝蔣介石）を存続 

1950 年 朝鮮戦争（北緯 38 度線をめぐる北朝鮮と韓国の武力衝突） 

1945 年 サンフランシスコ会議（→国際連合憲章を採択） 

1945 年 国際連合（本部＝ニューヨーク）設立 

     ★安全保障理事会（常任理事国＝米・英・仏・ソ連・中国） 

1946 年 「鉄のカーテン」（チャーチル〔前英首相〕の反ソ演説） 

1947 年～冷たい戦争(冷戦)（米ソ中心の東西両陣営の対立状態） 

     ★1989 年に米ソ首脳によるマルタ会談で「冷戦終結」を宣言 

1947 年 トルーマン＝ドクトリン（対ソ連「封じ込め」政策） 

1947 年 マーシャル＝プラン（アメリカの西欧経済復興援助計画） 

 トルーマン＝ドクトリンを共に行う国には経済援助してやるよ 

1949 年 北大西洋条約機構(ＮＡＴＯ) 

     欧米 12 カ国が共産圏に対抗するため結成した共同防衛組織 

1955 年 西ドイツのＮＡＴＯ加盟 

     ★1952 年にはギリシア・トルコも加盟（加盟国は現在 19 カ国） 

1947 年 コミンフォルム（共産党情報局） 

     ソ連共産党・欧州共産党の情報交換組織 

［西側（アメリカ主導の資本主義陣営）］ ［東側（ソ連主導の社会主義陣営）］ 冷 
 

戦 
 

の 
 

開 
 

始 

 

［Ｂ］冷戦体制 
戦後史②［対日占領政策の転換］ 

VS 

朝 鮮(1948) 

中 国(1949) 

ドイツ(1949) 

大 韓 民 国 

中 華 民 国 

ﾄﾞｲﾂ連邦共和国 

西ドイツ 

朝鮮民主主義人民共和国

中華人民共和国 

ﾄﾞｲﾂ民主共和国 

東ドイツ 

西側（資本主義陣営） 東側（社会主義陣営） 

［分断国家(冷戦構造により，東西両陣営にそれぞれ分裂した二国家)］ 

図解ＮＯＴＥ［朝鮮戦争］ 

韓国 

②国連軍(アメリカ軍)が参戦 

 (総司令官＝マッカーサー) 

北朝鮮 

優 勢 

優 勢 ③中華人民共和国の 

 中国人民義勇軍が参戦 

④北緯 38 度線で戦線は膠着し，マッカーサーは強硬策を主張 

 →トルーマン米大統領によって解任(後任にはリッジウェイ) 

1948 年 反共の防壁（ロイヤル〔米陸軍長官〕が「日本を共産主義の防壁にせよ」と演説） 

    →対日占領政策の転換（日本の「再軍備」・「経済復興」が図られる） 

     ①再 軍 備（初期の「非軍事化」方針から，朝鮮戦争(1950)の勃発により「再軍備」へ転換） ex. 警察予備隊(1950) 

     ②経済復興（初期の「民主化」方針は達成されたとして，日本の「経済復興」を優先させる） 

      ex. 独占禁止法の緩和(1953)・過度経済力集中排除法の企業分割の緩和(325 社→11 社) 

     ③中央集権化（共産主義勢力の抑制のため） ex. 新警察法(1954)・教育委員会の公選制→任命制(1956) 

世界的な共産主義勢力の拡大に対し，日本を 

東アジアにおける共産主義の防波堤にしよう 

VS 大韓民国 

〔大統領＝李承晩〕 

アメリカとの結びつき 

（米韓相互防衛援助協定） 

朝鮮民主主義人民共和国 

〔首相＝金日成〕 

ソ連・中国との結びつき 

（中ソ友好同盟相互援助条約） 

1953 年 朝鮮休戦協定（北緯 38 度線の板門店で結ばれる） 

日本自由党 

（鳩山一郎） 

日本進歩党 

（町田忠治） 

日本共産党 

（徳田球一） 

日本社会党 

（片山哲） 

日本協同党 

（山本実彦） 

日本自由党 日本進歩党 

民主党 国民協同党 日本社会党 

民主党 国民協同党 日本社会党 

民主自由党 

国民民主党 

幣原喜重郎〔非政党内閣〕 

吉田茂①〔日本自由党〕 

片山 哲〔日本社会党〕 

田 均〔民主党〕 

吉田茂②〔民主自由党〕 

自由党 

協同国民党(もと日本 

協同党)と国民党が合同 

日本進歩党を中心に日本 

自由党・国民協同の一部で結成 

民主党の野党派と 

国民協同党が合同 

民主党の一部が合流 

民主党の連立派が合同 
吉田茂③〔民主自由党〕 

     →〔自由党〕 

1955 年 ワルシャワ条約機構 

     ソ連と東欧 7 カ国が結成した共同防衛組織 

①北緯 38 度戦を越え侵攻 
もうたくとう 

しょうかいせき 

しゅうおんらい 

きんにっせい りしょうばん 

はんもんてん 

てつ 

あし だ ひとし 

ちゅうじ さねひこ てつ きゅういち 

戦前＝コミンテルン 

戦後＝コミンフォルム 
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②日本政府の補助金・アメリカ政府の援助金を打ち切り 

 →紙幣流通量を減らすことでデフレ(物価安)にする 

③デフレ(物価安)にすることで物価を下落させ輸出拡大をはかる 

 (1) 紙幣流通量を減少させるため超均衡予算を設定＝緊縮財政 

 (2) 輸出促進のため貿易形態を統一(複数為替レート→単一為替レート) 

    従来＝複数為替レート(商品ごとに為替相場が異なる) 

       ex.みかん(1＄＝300 円)・りんご(1＄＝360 円)・バナナ(1＄＝400 円) 

    以降＝単一為替レート(全ての商品の為替相場が同じ) 

       →全ての輸出入品の為替相場を 1ドル＝360 円に統一 

       ex.みかん(1＄＝360 円)・りんご(1＄＝360 円)・バナナ(1＄＝360 円) 

④一連のデフレ政策によりインフレは終息するがデフレ不況が深刻化 

 →安定恐慌(中小企業の倒産と大量の人員整理による失業者が増大) 

⑤失業者の増大により，労働運動が激化(労働組合・共産党員が中心) 

 →労働運動が激化する中で，国鉄のリストラをめぐる怪事件が発生 

①単独講和論（資本主義陣営の交戦国とだけ講和を結ぶ） 

②全面講和論（中・ソを含む全ての交戦国と講和を結ぶ） 

 ex. 南原繁〔東大総長〕・平和問題談話会（発起人＝安倍能成） 

③日本社会党の分裂 

  右派（サンフランシスコ平和条約＝賛成・安保条約＝反対） 

  左派（サンフランシスコ平和条約＝反対・安保条約＝反対） 

1950 年 朝鮮戦争（北緯 38 度線をめぐる北朝鮮と韓国の武力衝突） 

  ①経済的…米軍からの兵器などの注文による特需景気 

  ②防衛的…在日米軍の空白を埋めるため警察予備隊を創設 

  ③政治的…共産主義国に対抗するため，日本を国際社会に 

       復帰(独立)させて，資本主義陣営の一員にしよう 

1951 年 ダレス〔講和特使〕の来日（→対日講和交渉を推進） 

     →サンフランシスコ講和会議の全権として吉田茂首相が渡米 

 ★会議に招致されず……中華人民共和国(英支持)・中華民国(米支持) 

 ★会議への参加を拒否…インド・ビルマ・ユーゴスラビア 

 ★参加したが調印拒否…ソ連・ポーランド・チェコスロバキア 

①サンフランシスコ平和条約(1951) 

  ①日本の主権回復（連合国軍の占領解除） 

  ②賠償請求権の放棄（連合国の多くが賠償請求を放棄） 

   ★フィリピン・ビルマなどの東南アジア諸国とは賠償協定を締結 

  ③領土の放棄（朝鮮・台湾・澎湖諸島・千島列島・南樺太など） 

  ④南西諸島（沖縄）・小笠原諸島・奄美諸島は米国による信託統治 

   →奄美諸島は 1953 年に返還 

   ★条約発効は 1952 年 4 月 28 日（日本の占領期間は 7 年間） 

②日米安全保障条約(1951)（平和条約と共に締結） 

  在日米軍が駐留を続け，「極東」の平和と安全のために「寄与」する 

  ★在日米軍の日本防衛義務と条約の期限は明記されず（不平等条約） 

   →経済復興を優先するため再軍備による経済的負担を避けて， 

    基地を提供する見返りに独立後の安全保障を米国に依存した 

 日米行政協定(1952)（在日米軍の駐留に関する細目規定） 

  米軍人の治外法権・米軍基地の無償提供・防衛費の日米分担 

下山事件(1949)（国鉄総裁の下山定則が轢死） 

三鷹事件(1949)（中央線三鷹駅で無人電車が暴走） 

松川事件(1949)（東北線松川駅付近で列車が転覆） 

 ★政府は国鉄労組員・共産党員の犯行と発表（真相は未だ不明） 

1950 年～特需景気（繊維業と金属業を中心とした特殊需要） 

1951 年 鉱工業生産が戦前水準を回復 

     ★鉱工業生産（鉱業・製造業の生産量を示す指数） 

［怪事件の発生（国鉄による人員整理発表後に発生）］ 

1949 年 ドッジ＝ライン〔デトロイト銀行頭取〕 

     ①超均衡予算（赤字を出さない予算案）＝緊縮財政 

     ②単一為替レート（1 ドル＝360 円）の設定 

1949 年 シャウプ勧告〔コロンビア大学教授〕 

     ①所得税を主とする直接税中心主義への転換 

     ②平衡交付金制度の導入（のちの地方交付税交付金） 

      →地方の税収で足らない分は国が負担する 

政  治  ・  経  済 外     交 

［Ａ］日本の主権回復 
戦後史③［日本の国際復帰］ 

国連から委任されて統治 

1950 年 レッドパージ（朝鮮戦争勃発の直前にＧＨＱが指令） 

     日本共産党幹部を公職追放・各職場の共産主義者を追放 

1950 年 日本労働組合総評議会(総評) 

     反共産・民主労働組合の全国組織として結成 

1950 年～公職追放の解除 ex.鳩山一郎の政界復帰 

1948 年 経済安定九原則（日本経済自立のためＧＨＱが指示） 

     予算均衡・徴税強化・賃金安定・物価統制・増産 

     融資制限・貿易の改善・物資割当の改善・食糧集荷の改善 

吉 

田 

茂 

③
〔
民
主
自
由
党
→
自
由
党
〕 

［サンフランシスコ講和会議(1951)］ 

吉
田
茂
② 

労働運動の中心だった共産党を弾圧 

1952 年 ＩＭＦ(国際通貨基金)に加盟 

1952 年 ＩＢＲＤ(国際復興開発銀行)に加盟 

［ブレトン＝ウッズ体制への参入］ 

1952 年 メーデー事件(皇居前広場事件) 

     5 月 1 日のメーデーで条約に不満なデモ隊と警官隊が衝突 

1952 年 破壊活動防止法（暴力的破壊活動を行った団体禁止） 

     占領中の団体等規正令(1949)を継承した法令 

      ★調査機関として公安調査庁(1952)を設置 

1952 年～基地反対闘争（米軍基地の増強をめぐる住民反対運動） 

     石川県＝内灘事件(1952)・東京都＝砂川事件(1955) 

１
９
５
０
年
＝
警
察
予
備
隊 

１
９
５
２
年
＝
保
安
隊
・
海
上
警
備
隊
（
保
安
庁
の
管
轄
） 

日本政府による 

国内補助金 

(復興金融金庫など) 

アメリカ政府による援助金 

ガリオア資金(食糧援助金) 

エロア資金(産業復興援助金) 

→打ち切り！ →打ち切り！ 

日本と連合国 

48 カ国で締結 

サ
ン
フ
ラ
ン
シ
ス
コ
平
和
条
約
の
発
効
に
伴
い
名
称
変
更 

［講和会議をめぐる国内対立］ 

(

民
主
自
由
党) 

★平和条約に調印しなかった国とは個別に国交回復 

 ex. 中華民国＝日華平和条約(1952)（1972 年に失効） 

   日印平和条約(1952)・日ビルマ平和条約(1954) 

 

①紙幣流通量の増大によるインフレ(物価高)→輸出不振・輸入超過 

 →ドッジはアメリカ政府の補助金(ガリオア資金・エロア資金)・ 

  政府の国内補助金(復興金融金庫の融資など)を「竹馬経済」と批判 (ドッジの来日(1948)（→日本の「竹馬経済」を批判）) 

図解ＮＯＴＥ［ドッジ＝ライン］ 

 

保守勢力(体制の維持)…自由党・日本民主党→自由民主党 

革新勢力(体制の変革)…日本社会党・日本共産党 

あまみ 

あまみ 

あ べ よししげ 

ほうこ 
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日本民主党 

(鳩山一郎) 

①技術革新（ハイテク技術などのオートメーション化への変革） 

②設備投資（企業による工場や機械の設備の近代化のための投資） 

 ★鉄鋼・造船・自動車・電気機械・化学などの部門が先進技術を導入 

③産業構造の高度化（高度経済成長の過程で進展） 

 →第 1次産業＜第 2次産業＜第 3次産業 

 

④重化学工業の発達（工業生産額の 3 分の 2 を占める） 

⑤エネルギー転換(石炭→石油)（石油価格の低下が背景） 

 ★三井三池炭鉱争議(1960)（大量解雇に反対して労働組合が全面スト） 

1953 年 池田(勇人)・ロバートソン会談 

1954 年 ＭＳＡ協定(日米相互防衛援助協定) 

     経済援助を受ける代わりに日本の防衛力を強化 

1954 年 自衛隊（保安隊・海上警備隊を統合→防衛庁の管轄） 

1954 年 新警察法（自治体警察・国家地方警察を廃止） 

         →都道府県警察を設置（警察庁が統括） 

1954 年 教育二法（教職員の政治活動・政治教育禁止） 

 占領初期の占領政策の方針「非軍事化」・「民主化」から，警察予備隊・ 

保安隊・自衛隊の創設などの「再軍備」，新警察法・新教育委員会法などの 

「中央集権化」といった戦前・戦中への復古的な政策を「逆コース」という 

1953 年 バカヤロー解散（吉田茂のバカヤロー発言→内閣総辞職） 
吉
田
④ 

吉
田
茂
⑤
〔
自
由
党
〕 

1954 年 造船疑獄事件（→佐藤栄作〔自由党幹事長〕を逮捕） 

     犬養健〔法相〕の指揮権発動で佐藤栄作を釈放→内閣総辞職 

1954 年 日本民主党結成（自由党の反吉田派と改進党が合同） 

     総裁＝鳩山一郎 

1956 年 新教育委員会法(鳩山一郎内閣時) 

     教育委員会＝公選制→地方自治体の首長の任命制 

1955 年 ＧＡＴＴ（関税と貿易に関する一般協定）加盟 

1955 年 春闘（各労働組合が春に行う一斉賃上げ交渉）開始 

     日本労働組合総評議会（総評）による指導 

1956 年 『経済白書』（経済企画庁が発行する年次経済報告書） 

     「もはや戦後ではない」と戦後復興の終了を宣言 

55 年体制…衆議院議席の 3分の 2を占める自民党など保守勢力が政権を保持し， 

     3 分の 1を占める社会党など革新勢力が対立する政治体制(1955～1993) 

「再軍備・憲法改正」方針 

「自主外交」方針 

1956 年 日ソ共同宣言（日ソ国交正常化） 

     全権＝鳩山一郎・ブルガーニン（ソ連） 

     ①日本の国際連合加盟を支持 

     ②平和条約締結後に歯舞群島・色丹島の返還を約束 

   ★ソ連は国後島・択捉島については解決済みの立場 

1956 年 国際連合加盟（外相＝重光葵） 

1955 年 社会党再統一（改憲阻止のために右派と左派が合同） 

     委員長＝鈴木茂三郎 

1955 年 保守合同（日本民主党と自由党〔総裁＝緒方竹虎〕が合同） 

    →自由民主党（総裁＝鳩山一郎）結成 

三種の神器（電気冷蔵庫・電気洗濯機・白黒テレビ） 

 ★登場（1950 年代後半）→普及（1960 年代後半～1970 年代初め) 

アメリカからの自立をめざし 

国防会議（国防に関する事項を審議する機関）設置 

憲法調査会（憲法改正を審議するための機関）設置 

1954 年 アメリカのビキニ水爆実験 

     第五福龍丸（日本漁船）が被曝 

1955 年 第 1 回原水爆禁止世界大会 at 広島 

［原水爆禁止運動］ 

1953 年 フルシチョフ書記長（←スターリン死去） 

    →フルシチョフによる東西平和共存路線＝雪どけ 

     ★スターリン批判(1956)→中ソ関係悪化(中ソ論争) 

1954 年 周恩来（中国）・ネルー（インド）会談 

     平和五原則（→第三勢力に大きな影響を与える） 

     アジア・アフリカ諸国は東西冷戦の 

     どちらにも属さず第三勢力として頑張ろう 

1955 年 ｱｼﾞｱ・ｱﾌﾘｶ会議(ﾊﾞﾝﾄﾞﾝ会議) 

     中国・インドを中心に開催→「平和十原則」を決議 

1955 年 ｼﾞｭﾈｰｳﾞ四巨頭会談（米・英・仏・ソ連） 

［雪どけ（東西冷戦の緊張緩和）］ 

アイゼンハワー 

社会主義国家との国交回復を行う 

 

外     交 政  治  ・  経  済 

神
武
景
気(

１
９
５
５
～
５
７) 

［Ｂ］55 年体制 
戦後史③［日本の国際復帰］ 

鳩
山
一
郎
〔
日
本
民
主
党
→
自
由
民
主
党
〕 

 
 

年 

不 

況 

［逆コース（保守政権による戦前・戦中への復古政策）］ 

 

 

［高度経済成長(1955～1973)］ 

［消費革命（電化製品・自動車などの耐久消費財が普及）］ 

国民民主党 自由党 吉田茂③〔自由党〕 

右派 

(条約賛成) 

(安保反対) 

単独講話 

左派 

(条約反対) 

(安保反対) 

全面講話 

改進党 

自由民主党 

日本社会党 

(鈴木茂三郎) 

鳩山一郎〔日本民主党〕 

     →〔自由民主党〕 

自由党 

(緒方竹虎) 

国民民主党を中心に農民 

協同党・新政クラブが合同 

社会党再統一に保守政党が対抗 

日本共産党 日本社会党 

国際派 主流派 

吉田茂④〔自由党〕 

吉田茂⑤〔自由党〕 

改憲阻止のために再統一 

54 

特
需 

→こうした政策で吉田内閣の支持率も低下 

はぼまい しこたん 

まもる 

じん ぎ さん しゅ 

しゅん とう 

しゅう おん らい 

おがたたけとら 

も さぶ ろう 

はや と 

いぬかいたける 

に ほう きょう いく 

じ
ん 

む 

（農林水産業） （鉱業・建設業） （商業・サービス業） 
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(

経
済
中
心)

池
田
勇
人
〔
自
由
民
主
党
〕(

の
ち
病
気
で
退
陣) 

①アメリカの国際収支の悪化(アメリカの軍事費・輸入額が増大) 

 (1) アメリカのベトナム戦争介入(1965～1973)→アメリカの軍事費が増大 

 (2) ヨーロッパ(ＥＣ)諸国・日本の経済成長→アメリカの輸入額が増大 

②ドルの信用度が低下し，ドルと金を交換する人が増加 

 →アメリカの金準備(兌換用の金保有量)の減少が深刻となる(ドル危機) 

③新経済政策(アメリカが金・ドル交換を一時停止)(1971)→ドル＝ショック 

④10 カ国蔵相会議(スミソニアン会議)(1971) 

 →スミソニアン協定(1 ドル＝360 円→1ドル＝308 円) 

   日本の通貨(円)を切り上げ…………円高で日本の輸出は不利になる 

   アメリカの通貨(ドル)を切り下げ…ドル安でアメリカの輸出は有利になる 

⑤その後もアメリカの財政悪化は変わらず→変動為替相場制へ(1973) 

「日米新時代」方針(やっぱりアメリカと関係強化) 

1960 年 日米相互協力及び安全保障条約 

     ①アメリカの日本防衛義務を明記 

     ②条約期限は 10 年（それ以降は自動延長） 

      →1970 年に安保条約の自動延長〔佐藤栄作内閣〕 

     ③在日米軍の極東での軍事行動に関する事前協議制 

      →米国が発議の主導権を持つ（日本の拒否権がない） 

      →「極東」の範囲がどこまでか不明瞭 

     ★日米地位協定（米軍駐留に関する細目規定） 

1960 年 安保闘争（安保条約改定反対運動） 

  原因＝新安保条約の国内批准案を衆議院で強行採決 

  経過＝①日本社会党（委員長＝浅沼稲次郎）・全学連（学生団体）らが 

      結成した安保改定阻止国民会議を中心に国会を取り巻き連日デモ 

       ★日本社会党の右派が脱党→民主社会党（委員長＝西尾末広） 

                    →のち民社党(1969) 

     ②予定されていたアイゼンハワー大統領の来日中止 

  結果＝国内批准案は参議院の議決を経ずに自然成立→内閣総辞職 

1957 年 第一次防衛力整備計画（自衛隊装備の近代化を図る） 

1958 年 警職法(警察官職務執行法)改正案 

     「デートもできない警職法」と呼ばれ，世論の反対で失敗 

1958 年 教員の勤務評定制度（日教組を中心に反対闘争が激化） 

外     交 政  治  ・  経  済 

岩
戸
景
気(

１
９
５
８
～
６
１) 

［Ａ］高度経済成長(1) 

岸
信
介
〔
自
由
民
主
党
〕 

オ
リ
ン
ピ
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ク
景
気(

１
９
６
２
～
６
４) 

1963 年 ＧＡＴＴ11 条国へ移行（→貿易の自由化） 

     国際収支を理由に輸入制限(貿易制限)ができない 

1964 年 ＩＭＦ8条国へ移行（→為替の自由化） 

     国際収支を理由に為替管理(為替制限)ができない 

1964 年 ＯＥＣＤ（経済協力開発機構）に加盟（→資本の自由化） 

     ＯＤＡ(政府開発援助)の本格化・外国資本の流出入の自由化 

［開放経済体制への移行（←欧米諸国の圧力）］ 

「政経分離」方針 

1962 年 ＬＴ貿易（日中準政府間貿易）to 中華人民共和国 

     調印＝廖承志（中国）・高碕達之助 

「寛容と忍耐」方針(高度経済成長政策) 

1960 年 国民所得倍増計画（10 年間で国民所得を 2 倍にする） 

1961 年 農業基本法（農業所得の安定のため農業の近代・合理化をはかる） 

     ★戦前から続く食糧管理制度（政府が米を強制買上げ）のもと， 

      補助金を投入して生産者米価を引き上げ→農業所得水準は上昇 

      but 第二種兼業農家が増加（農業より副業の収入が多い農家） 

      →三ちゃん農業(じい・ばあ・かあちゃん)の現象が広がる 

       ★のち，米の供給過剰を解消するため減反政策開始(1970～) 

1962 年 新産業都市建設促進法・全国総合開発計画 

     大都市への人口・産業の集中を緩和し，地域格差の是正を図る 

but その後も石油化学コンビナートなど 

  太平洋ベルト地帯への工業集中が続く 

①大型合併（国際競争の激化に備えて大型企業が合併） 

 ex. 三菱重工の再合併(1964)（分割された三菱３社が合併） 

   新日本製鉄の創立(1970)（富士製鉄・八幡製鉄が合併） 

②企業集団（三井・三菱などの旧財閥が銀行・商社を中心に形成） 

1964 年 東京オリンピック開催（東海道新幹線が開幕直前に開通） 

     ★名神高速道路（日本初の高速自動車道）が全線開通(1965) 

も
と
Ａ
級
戦
犯 

 旧安保条約の日米行政協定にあたる 

戦後史③［高度成長の時代］ 

［保守・革新の対立（安保改定に先駆けて実施）］ 

1956 年 ハンガリー事件(ハンガリー動乱) 

     ハンガリーで起きた改革要求運動をソ連軍が鎮圧 

な
べ
底
不
況 

石
橋
湛
山 

戦
前
『
東
洋
経
済
新
報
』
の
記
者 

①ベトナム戦争による米軍からの特別需要→いざなぎ景気 

②アメリカの要求により韓国がベトナム戦争に参戦 

 →アメリカの要請で日韓国交樹立＝日韓基本条約(1965) 

③ベトナム反戦運動(小田実が結成したベ平連が中心) 

 →東大の安田講堂攻防戦など大学紛争に波及(1968～69) 

④ベトナム戦争に伴う沖縄の米軍基地が問題化 

 →祖国復帰運動が本格化(沖縄県祖国復帰協議会が中心) 

⑤ベトナム戦争の長期化(アメリカの敗戦が濃厚) 

 →名誉ある撤退のためアメリカが中華人民共和国へ接近 

⑥アメリカの国際収支の悪化(軍事費・輸入額が増大) 

 →アメリカの金準備(金保有量)が減少＝ドル＝ショック 

アメリカの偵察機Ｕ2 型機がソ連領空で撃墜された事件 

→安保により，日本では戦争に巻き込まれる不安が高まる 

［Ｕ2型機撃墜事件(1960)］ 

(発展途上国へ経済援助) (外国企業が日本に参入) 

図解ＮＯＴＥ②［ドル＝ショック］ 図解ＮＯＴＥ③［ベトナム戦争の影響］ 

図解ＮＯＴＥ①［国際競争力の強化］ 

三井銀行 

三井化学 三井金属 三井物産 三井不動産 

②株式の持ち合い・③重役の兼任 

けい ほう しょく 

あん ぽ とう そう 

は
や 

と 

の
ぶ 

す
け 

い
わ 

と 

た
ん 

ざ
ん 

りょうしょう し 

いねじろう ぜんがくれん 

すえひろ 

ひじゅん 

ひじゅん ちいきょうてい 

せい けい ぶん り 

たか さき たつ の すけ 

①銀行を中心にして， 

    系列企業へ融資 

日本は中華民国(台湾)と日華平和条約(1952)を結んでいた 

ため，中華人民共和国とは国交を結んでいなかったが， 

貿易拡大をめざして，民間での貿易を活性化させようと 

した(政治・経済の分離) 
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1965 年 日韓基本条約(to 朴正煕政権) 

     ①日韓併合条約(1910)以前の諸条約の失効の確認 

     ②韓国は「朝鮮にある唯一の合法的な政府」 

     ③韓国は賠償請求を放棄→代償として「無償供与」「経済援助」 

 but 慰安婦・徴用工など個人賠償の問題は現在まだ残っている 

水 俣 病（熊本県水俣湾に排水されたメチル水銀が原因） 

ｲ ﾀ ｲ ｲ ﾀ ｲ病（富山県神通川に排水されたカドミウムが原因） 

新潟水俣病（新潟県阿賀野川に排水されたメチル水銀が原因） 

四日市喘息（三重県四日市市に排出された硫黄酸化物が原因） 

［四大公害訴訟（いずれも原告(被害者)側の勝訴）］ 

1967 年 公害対策基本法（→1993 年の環境基本法に継承） 

    →環境庁設置(1971)→のち環境省(2001) 

1968 年 国民総生産(ＧＮＰ)資本主義国 2 位 

     ★大幅な貿易黒字（鉄鋼・船舶・自動車などが中心） 

1970 年 日本万国博覧会（大阪で開催された世界的博覧会） 

1971 年 新経済政策（ニクソンのドル防衛策） 

     ①金・ドルの交換一時停止・②輸入課徴金 10％ 

1971 年 10 ヶ国蔵相会議（→スミソニアン協定） 

    →1 ドル＝308 円（円の切上げ・ドルの切下げ） 

［ニクソン＝ショック(ﾄﾞﾙ=ｼｮｯｸ)（経済的）］ 

1967 年 日米首脳会談（佐藤栄作首相・ジョンソン米大統領の会談） 

1968 年 小笠原諸島の返還 

1969 年 日米首脳会談（佐藤栄作首相・ニクソン米大統領の会談） 

    →日米共同声明（「核抜き・本土並み」の沖縄返還に合意） 

  核は撤去して沖縄返せ・本土と同じく沖縄にも安保を適用する 

     ★非核三原則(1967)「核兵器を作らず・持たず・持ち込ませず」 

1971 年 沖縄返還協定調印 

1972 年 沖縄県の祖国復帰（沖縄返還協定の発効） 

証
券
不
況 

い
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気(
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円
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げ
不
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［ニクソン＝ショック（外交的）］ 

1971 年 ニクソン訪中宣言（アメリカの対中外交政策の転換） 

     ニクソン大統領が中華人民共和国への訪問計画を発表 

      ★中ソの対立とアメリカのベトナム戦争継続が背景 

1972 年 ニクソン大統領の中国訪問（米中共同声明） 

    中華民国を支持していた佐藤栄作では対応できず 

政  治  ・  経  済 外     交 

［Ｂ］高度経済成長(2) 

新三種の神器(3Ｃ)（自動車・クーラー・カラーテレビ） 

 ★登場（1960 年代前半など）→普及（1960 年代後半～70 年代） 

［消費革命（電化製品・自動車などの耐久消費財が普及）］ 

1972 年 日中共同声明（日中国交正常化） ★大平正芳〔外相〕 

     全権＝田中角栄〔首相〕・周恩来〔中国首相〕 

     ①中華人民共和国は「中国の唯一の合法的政府」 

      →中華民国との日華平和条約は廃棄（台湾と経済関係は維持） 

     ②中華人民共和国は賠償請求を放棄 

     ③「覇権」条項によるソ連への牽制 

1973 年 変動為替相場制へ移行（→円高傾向で輸出減少） 

     ＩＭＦ体制(ブレトンウッズ体制)が完全に崩壊 

「列島改造論」（太平洋ベルトに集中する産業を地方都市に分散） 

        →but 土地投機による地価の高騰でインフレ進行 

1973 年 第 1 次石油危機（第 4 次中東戦争が背景） 

     ＯＡＰＥＣ・ＯＰＥＣが石油価格を 4 倍に引き上げ 

     →石油製品の高騰など激しいインフレ＝「狂乱物価」 

     ★石油危機後，原子力エネルギーの開発が進む 

1974 年 戦後初の GNP ﾏｲﾅｽ成長（＝高度経済成長終了） 

     ★田中角栄首相の金脈問題→内閣総辞職 

 
 

年 

不 

況 

1978 年 日中平和友好条約(全権＝園田直〔外相〕・黄華) 

1978 年 ガイドライン(日米防衛協力のための指針) 

     日本有事の際の米軍と自衛隊の日米共同作戦の枠組みを定める 

     →ソ連が日本に侵攻してきた場合の戦争などに備える 

列
島
改
造
ブ
ー
ム 

安
定
成
長
（
石
油
危
機
後
の
低
成
長
） 

1975 年 赤字国債発行（石油危機による税収低下への対応） 

1975 年 第 1 回先進国首脳会議(サミット)開催 

     石油危機後の経済不況を打開するため首脳が会談 at パリ 

1976 年 防衛費のＧＮＰ1％枠を閣議決定 

1976 年 ロッキード事件（田中角栄元首相逮捕） 

1976 年 衆院選で自民党初の過半数割れ→内閣総辞職 

     ★保革伯仲（自民党と社会党など野党の議席数が僅差） 

取引条件 

①減量経営（省エネ化・人員削減・パート労働への切り替え） 

  労働組合も賃金抑制などに協力（大幅な賃上げ要求を放棄） 

②ＭＥ革命（ﾛﾎﾞｯﾄ・ｺﾝﾋﾟｭｰﾀを導入した工場・ｵﾌｨｽの自動化） 

1964 年 証券不況（東京オリンピック後の企業業績悪化が背景） 

1966 年 戦後初の赤字国債発行 

［ベトナム戦争(1960～73)］ 

(1954 年 インドシナ(ジュネーヴ)休戦協定 

      南ベトナム・北ベトナムに分断→のち 1960 年に内戦開始 

 1965 年～北爆（米軍による北ベトナムへの爆撃）開始 

(1951 年～日韓国交正常化の交渉開始（←ＧＨＱの斡旋）) 

      李承晩大統領の反日政策・賠償問題・領土問題(竹島)で難航 

(

外
交
中
心)

佐
藤
栄
作
〔
自
由
民
主
党
〕 

田
中
角
栄
〔
自
由
民
主
党
〕 

三 

木 

武 

夫 

福
田
赳
夫 

公害問題などの社会問題を背景に，社会党・共産党系の革新派が 

東京･京都･大阪の知事に当選した革新首長による革新自治体が誕生 

 ex. 美濃部亮吉（1967 年に東京都知事に当選した革新首長） 

74 

北ベトナム アメリカ 

南ベトナム 

④他民族を支配する「覇権」主義を批判 

 →中ソの対立が激化(1960 年代～) 

ソビエト連邦 

⑥和平交渉の 

 仲介に期待 

①ＶＳ 

中華人民共和国 

⑤敗戦濃厚＋財政悪化 

→名誉ある撤退を望む 

ＧＮＰ(国民総生産)…日本人・海外在住の日本人の 1 年間の給与所得の合計 

ＧＤＰ(国内総生産)…日本人・日本在住の外国人の 1 年間の給与所得の合計 

［安定成長（自動車・電気機械などハイテク分野の輸出拡大）］ 

Ｇ
Ｎ
Ｐ
成
長
率
平
均10

％
以
上
の
高
度
経
済
成
長
と
比
較
し
て
Ｇ
Ｎ
Ｐ
成
長
率3

～5

％
の
安
定
し
た
経
済
成
長
を
安
定
成
長
と
い
う マイクロ・エレクトロニクス 

か
く 

え
い 

た
け 

お 

みな また びょう 

びょう みな また 

ぜん そく 

ほく ばく 

りしょうばん 

ぱく せい き 

あ が の がわ 

じんつうがわ 

しん さん しゅ じん ぎ 

かく えい しゅう おん らい 

はけん 

げん りょう けい えい その だ すなお こう か 

ほかくはくちゅう 

かくえい 

戦後史③［高度成長の時代］ 

図解ＮＯＴＥ④［アメリカの対中外交］ 

②支援 

②支援 
③北爆 

今ままでは 1ドル＝360 円   (円高・ドル安) 
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①アメリカの高金利政策によるドル高と消費拡大を背景に 

 技術革新とＭＥ化を推進してハイテク分野の輸出が拡大 

 ex. 自動車･電気機械･半導体･IC(集積回路)･コンピュータ 

②日本の対米貿易黒字が拡大→日米貿易摩擦が激化 

 ex.アメリカの「双子の赤字」(財政赤字・貿易赤字) 

③アメリカが日本市場の開放・内需拡大などを求める 

 (1) 鉄鋼・自動車などの輸出を自主規制(1977・1981) 

 (2) 日米半導体協定(1986)（外国製半導体の市場参入を保障） 

 (3) 農産物(牛肉・オレンジ)の輸入自由化(1988) 

   cf. ウルグアイ＝ラウンド→コメの部分開放(1993) 

 (4) 日米構造協議開始(1989～) 

   →アメリカが日本の経済構造の改造などを求める 

1979 年 第 2 次石油危機（イラン革命が背景） 

1979 年 ソ連のアフガニスタン侵攻 

1979 年 一般消費税導入案失敗（総選挙の自民党敗北で撤回） 

経    済 政  治  ・  外  交 

大平正芳 

衆参両院同日 

選挙中に急死 

「増税なき財政再建」方針（支出削減・公共部門縮小を推進） 

1981 年 第 2 次臨時行政調査会発足（中心＝土光敏夫） 

中曽根康弘 

鈴木善幸 

竹下 登 

宇野宗佑 

海部俊樹 

政治改革の党内 

反発を受け退陣 

宮沢喜一 

細川護煕 

「政治改革」 

羽田 孜 

1979 年 元号法（一世一元の制を法制化） 

 

1979 年 女子差別撤廃条約（国連総会で採択される） 

1985 年 男女雇用機会均等法（男女差別禁止を努力義務） 

1985 年 首相初の靖国神社公式参拝（批判を受ける） 

1986 年 防衛費のＧＮＰ1％枠を突破 

1991 年 湾岸戦争勃発（→多国籍軍へ 130 億ドルを支援） 

1989 年 昭和天皇崩御（「昭和」→「平成」に改元） 

1989 年 リクルート事件（事件に関連して内閣総辞職） 

1989 年 消費税 3％実施（財政再建のため大型間接税導入） 

1989 年 ＯＤＡ(政府開発援助)世界第 1位 

「戦後政治の総決算」方針（行財政改革・教育改革を推進） 

1985 年～民営化政策（第 2 次臨時行政調査会の答申に基づく） 

     日本電信電話公社→ＮＴＴ(1985) 

     日本専売公社→ＪＴ発足(1985) 

     日本国有鉄道→ＪＲ発足(1987) 

1992 年 ＰＫＯ(国連平和維持活動)協力法 

     自衛隊の海外派遣を可能にする→カンボジアに派遣 

1992 年 佐川急便事件 

1993 年 ｾﾞﾈｺﾝ汚職事件（→総選挙で自民党敗北後に総辞職） 

［Ａ］現代の情勢(1) 

内 閣 

バ
ブ
ル
景
気(

バ
ブ
ル
経
済)

(

１
９
８
６
～
１
９
９
１) 

平
成
不
況(

複
合
不
況)

（
１
９
９
１
～
２
０
０
２
） 

図解ＮＯＴＥ②［バブル経済］ 

国の財政を建て直すため，民営化などの政策を提案 

1985 年 5 カ国蔵相会議(Ｇ5) 

    →プラザ合意（米・日・独・仏・英） 

     ドル高是正のための協調介入に合意 

     →これ以降，円高・ドル安が急速に進行 

1987 年 7 カ国蔵相会議(Ｇ7) 

    →ルーブル合意（Ｇ５＋加・伊） 

     円高・ドル安の行き過ぎの調整に合意 

日本新党など 8党派連立内閣（自民党・共産党を除く） 

1993 年 55 年体制の終焉（自民党長期政権の崩壊） 

1994 年 政治改革関連法（小選挙区比例代表並立制を導入） 

円
高
不
況 

戦後史④［激動する世界と日本］ 

①プラザ合意後の円高で輸出が減少＝円高不況(1985～) 

 →円高の進行で日本企業が海外進出(産業の空洞化) 

②経済活性のため公定歩合を 2.5％に引下げ(1986) 

 ★公定歩合(日本銀行が市中銀行に貸し出す際の金利) 

  →民間企業は銀行から資金を借りやすくなる 

③企業などが余剰資金を不動産市場や株式市場に投資 

 →地価・株価が異常に高騰＝バブル景気(バブル経済) 

④高騰抑制のため公定歩合を 6％に引上げ(1990) 

 →民間企業は銀行から資金を借りにくくなる 

⑤地価・株価が暴落＝バブル崩壊(1991 頃～) 

 (1) 民間企業の倒産・リストラによる失業者が増大 

 (2) 土地を担保に資金を融資していた銀行も資金を 

   回収できず，回収困難な債権(不良債権)が拡大 

   →大量の不良債権を抱えた銀行は倒産 or 合併 

⑥金融機関の破綻の処理に政府は公的資金を投入 

 ★金融監督庁(1998)→金融庁(2000)が金融機関を監督 

⑦政府は歳出増加と税収不足から赤字国債を発行 

 →国内的には赤字国債を抱える債務国(約 1000 兆円) 

⑧財政赤字を補うため消費税を 5％に引き上げ(1997) 

［円高傾向の加速（貿易摩擦の解消のため）］ 

図解ＮＯＴＥ①［貿易摩擦(1980 年代)］ 

（日本は 1980 年に署名し，1985 年に国内批准） 

竹下を後継に 

指名して退陣 

新生党など 5党連立内閣（→日本社会党が連立を離脱し少数与党） 

1989 年 参院選で自民党大敗（→敗北責任で内閣総辞職） 

（総裁選に出馬せず） 

たばこ産業 

日本の輸出減らすために円高・ドル安にしてやる！ 

1987 年 売上税導入案失敗（世論が反発したため撤回） 

1990 年 ドイツの統一（ベルリンの壁が崩壊） 

1991 年 ソ連の崩壊（ゴルバチョフ大統領が辞任） 

［マルタ会談(1989)（米ソ首脳が冷戦終結宣言）］ 

まさ よし 

ぜん こう 

なか そ やす ひろ ね 

のぼる 

そう すけ 

かい ふ とし き 

き いち 

もり ひろ 

つとむ は た 

わん がん せん そう 

どこうとしお 

でん しん でん わ こう しゃ 

せん ばい しゃ こう 

1997 年に改正され，雇用などの性別による差別を禁止 

村山富市 日本社会党・自由民主党・新党さきがけの三党連立内閣 

1994 年 新進党（日本新党・新生党・公明党・民社党が合同） 

1995 年 阪神・淡路大震災(1/17) 

1995 年 地下鉄サリン事件（オウム真理教による事件） 

片山哲以来の社会党内閣 

とみ いち 

1995 年 村山談話（終戦記念日の戦後 50 年記念式典で発表） 

     アジア諸国に対する植民地支配と侵略の謝罪を表明 

社会党が消費税 

安保・自衛隊の 

容認などへ転換 

事実上の消費税 
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福田康夫 

（福田赳夫の子） 

麻生太郎 

（吉田茂の孫） 

野田佳彦 

鳩山由紀夫 

（鳩山一郎の孫） 

菅 直人 

民主党・国民新党・社民党の連立内閣 

2010 年 普天間基地移設問題（移転交渉に失敗し総辞職） 

民主党・国民新党の連立内閣（社民党が連立を離脱） 

2011 年 東日本大震災(3/11) 

リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
（
２
０
０
８
） 

2009 年 衆院選で自民党大敗（→民主党が過半数を獲得） 

2008 年 北海道洞爺湖サミット開催 

1954 年 ビキニ水爆実験（ビキニ環礁で第五福龍丸が被曝） 

    →久保山愛吉（第五福龍丸無線長）が死亡 

1955 年 原水爆禁止世界大会（第 1 回大会を広島で開催） 

     ★東京都杉並区の婦人達による原水爆禁止運動が契機 

1955 年 原子力基本法（原子力の研究・開発を平和利用を限定） 

1956 年 原子力研究所（茨城県東海村に設立された研究所） 

1963 年 原子力発電所（茨城県東海村で初めて発電に成功） 

1986 年 チェルノブイリ原発事故（ソ連で原発事故） 

1995 年 もんじゅ事故（福井県の高速増殖炉でナトリウム漏れ） 

1999 年 東海村臨界事故（茨城県のＪＣＯ事業所で臨界事故） 

2011 年 福島第一原発事故（東日本大震災の影響により発生） 

2012 年 衆院選で民主党大敗（→自民党が過半数を獲得） 

安倍晋三② 

  〃  ③ 

  〃  ④ 

（岸信介の孫） 

自由民主党・公明党の連立内閣（史上最長首相在職日数） 

2014 年 消費税 8％実施（社会保障財源の税収不足のため） 

2015 年 公職選挙法改正（選挙資格を満 18 歳に引き下げ） 

2017 年 衆院選で自民党圧勝（自公で 3 分の 2 を獲得） 

2019 年 平成天皇退位（「平成」→「令和」に改元） 

2019 年 消費税 10％実施（社会保障財源の税収不足のため） 

図解ＮＯＴＥ③［原子力問題］ 

はと やま ゆ き お 

かん 

よし ひこ 

ふ てん ま 

あ べ 

たけお 

や とう こ 

あ そ う 

2014 年 集団的自衛権の行使容認を閣議決定 

2015 年 新ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ（新しい日米防衛協力のための指針） 

2015 年 安全保障関連法（集団的自衛権の限定行使を可能） 

2015 年 慰安婦問題日韓合意（不可逆的な解決を確認？） 

2018 年 ＴＰＰ（環太平洋経済連携協定）発効（米国は離脱） 

ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
（
２
０
１
２
～
２
０
） 

橋本龍太郎 

「行財政改革」 

森喜朗 

小渕恵三 

（脳梗塞で急死） 

小泉純一郎 

「聖域なき□ 

 構造改革」 

1996 年 日米安全保障共同宣言 

     橋本龍太郎・クリントン〔大統領〕の会談で発表 

1997 年 新ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ（日米防衛協力のための指針の見直し） 

     日本の「周辺有事」における日米相互協力に合意 

自由民主党・公明党・自由党の三党連立内閣 

1999 年 中央省庁等改革関連法（改革案を具体化） 

1999 年 国旗・国歌法（日章旗･君が代を国旗･国歌とする） 

2000 年 憲法調査会（衆参両院に設置した調査・研究機関） 

自由民主党・社会民主党・新党さきがけの三党連立内閣 

1996 年 民主党（社会民主党・新党さきがけを中心に結成） 

1997 年 消費税 5％実施（バブル後の財政赤字を補うため） 

1997 年 財政構造改革法（歳出削減による財政健全化目標） 

1998 年 中央省庁等改革基本法（省庁再編改革の案） 

自由民主党・公明党・保守党(保守新党)の三党連立内閣 

2000 年 九州・沖縄サミット開催 

2001 年 中央省庁再編（1 府 22 省庁→1 府 12 省庁に再編） 

い
ざ
な
み
景
気
（
２
０
０
２
～
２
０
０
７
） 

自由民主党・公明党の連立内閣 

2006 年 教育基本法改正（「愛国心」条項を盛り込む） 

2007 年 防衛省発足（防衛庁を防衛省に昇格して設置） 

2007 年 国民投票法（憲法改正を 18 歳以上の国民投票とする） 

2001 年 テロ対策特別措置法 

     アメリカ同時多発テロに対する積極支援姿勢を示す 

2003 年 イラク人道復興支援特別措置法 

     →戦後の復興支援のため自衛隊をイラクに派遣(2004) 

2005 年 郵政民営化法（日本郵政公社を日本郵政に民営化） 

外    交 政  治  ・  経  済 

［Ｂ］現代の情勢(2) 

内 閣 

戦後史④［激動する世界と日本］ 

2001 年 アメリカ同時多発テロ(9/11) 

     航空機 2 機が世界貿易センタービルに激突・崩壊 

2003 年 イラク戦争（アメリカ軍などがイラクに侵攻） 

2002 年 日朝平壌宣言（日朝国交正常化交渉が再開） 

     小泉純一郎〔首相〕・金正日〔総書記〕が平壌で署名 

安倍晋三① 

（岸信介の孫） 

1999 年 新ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ関連法（周辺事態法など 3 つの法律） 

    →周辺事態安全確保法(周辺事態法) 

     日本周辺地域で武力紛争など有事が発生した場合， 

     日本がアメリカ軍の支援にあたる枠組みを整える 

冷戦終結を受けて日米安保の米軍・自衛隊の関係を見直し 

but 北朝鮮の核問題・拉致問題・ミサイル問題などによる 

  停滞のため，国交正常化交渉は未だ進展していない 

（総裁選に出馬せず） 

ピョン ヤン 

よし ろう 

お ぶち けい ぞう 

あ べ 

のうこうそく 

2012 年 尖閣諸島の国有化（中国との領有権問題が背景） 

（支持率低下で退陣） 

 

「財政改革」 

「行政改革」 
日本での有事(1978)→日本周辺(極東)での有事(1997) 

平
成
不
況(

複
合
不
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2021 年 東京オリンピック（コロナ禍で 2020 年から延期） 菅 義偉 
すが よし ひで 

2022 年 民法改正（成年年齢を満 20 歳から満 18 歳に引下げ） 

2022 年 安倍晋三銃撃事件（選挙演説中に銃撃され死亡） 

2019 年～新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症(COVID-19)の流行 
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ふみ お 

コ
ロ
ナ
不
況 

To be continued… 

（持病の再発で辞意） 

キムジョンイル 

2022 年～ロシアのウクライナ侵攻 


